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最低制限価格制度及び低入札価格調査基準価格制度の適切な活用について

　かねてより、本会業務の円滑な運営等につきましては、格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。

　国土交通省におきまして、最低制限価格及び低入札価格調査基準価格については、「最低制限価格制度及び低入札調査基準価格制度の活用について」（別添参考資料をご参照願います。）に基づき、適切な活用に向けた取組に努められてきたところですが、４月１０日付けで「工事請負契約に係る低入札価格調査基準中央公共工事契約制度運用連絡協議会モデル」が改正され、低入札調査基準価格の設定範囲が約２０年ぶりに、これまでの「2/3から8．5/10の範囲」から「7/10から9/10の範囲」に引き上げられました。
　同省では、このことも踏まえ、個々の契約の内容に適合した履行を確保する観点から、また、現下の建設産業を取り巻く環境が極めて厳しい状況に鑑み、建設業が地域の雇用を確保し、地域産業の中核として持続的に発展することができるよう、適正価格での契約を推進する観点から、これらの制度を一層適切に活用いただくため、別紙の措置を速やかに講じていただくよう、地方公共団体に対して要請がなされましたのでご参考までにお知らせいたします。
